
処理事例２１ 調査をしないこととしたもの 

苦情申立て対象機関 保険・健康部国民健康保険課 

苦情申立ての内容 

平成２０年１２月１９日付けで届いた国民健康保険料の督促 

状の指定期限が平成２０年１２月２６日となっていました。 

しかし、国民健康保険法第７９条第２項に「督促状により指定 

すべき期限は、督促状を発する日から起算して十日以上を経過し 

た日でなければならない。」と規定されていますので、この督促 

状は法令違反であり効力を有しません。 

また、国民健康保険課の職員から、国民健康保険の延滞料は納 

期限内に納めなければ発生する旨の説明を受けましたが、正しく 

は督促状の指定期限内に完納しなければ発生するものです。 

担当業務に関する法の知識が不十分なために、督促が無効とな 

って延滞料が徴収できなくなったり、市民が不利益を被ることは 

不幸なことなので、是正してほしい。 

調査結果等 

まず、国民健康保険法第７９条の条文は、主語が「組合」であ 

り、健康保険組合が督促する場合の規定でしたので、明石市の督 

促には適用されません。 

市が徴収する国民健康保険料は、同法第７９条の２で「地方自 

治法に規定する法律で定める歳入」として同法の規定によるもの 

とされており、地方自治法第２３１条の３には、「延滞金につい 

て、地方税の滞納処分の例により処分することができる。」（第 

３項）こと、「普通地方公共団体の長は、期限を指定してこれを 

督促しなければならない。」 （第１項）ことが定められています。 

また、地方税法第３３１条では「督促状を発した日から起算し 

て十日を経過した日までに」 （第１項第１号）完納しないときは、 

「滞納者の財産を差し押えなければならない。」（第１項）とさ 

れており、これらの法律をもとに、明石市財務規則第３９条では 

「１０日以内の期限を指定して督促状により督促しなければな 

らない。」と規定しているものと考えられます。督促状は、これ 

らの法令等に従っており、是正の必要性は認められませんでし 

た。

次に延滞金に関しましては、延滞金を徴収できるのは、地方自 

治法第２３１条の３第２項に「督促をした場合」と規定されてお 

り、申立てられたとおりであると考えます。 

オンブズマンが確認したところでは、以上のとおりですが、明 

石市行政オンブズマン制度は、申立人が利害を有しない苦情は調 

査の対象としておらず、その視点から申立て内容を判断します 

と、申立てられた出来事があっても、納付義務者が納期限までに 

保険料を納めなければならない事実に何ら変わりはなく、申立人 

の権利利益が具体的に侵害されることにはならないと考えます。 

そうしたことから、今回の申立てについては調査しないことに 

しましたが、職員の説明につきましては、その内容によっては、 

説明を受けた人の権利利益を侵害してしまうことが考えられま 

すし、何よりも市民の信頼を損なうことになりかねませんので、 

関係法令をしっかりと理解し、明確な説明に努めることを国民健 

康保険課に対して申し入れておきました。 

苦情申立ての受付年月日 平成２１年（２００９年） １月 ５日 要した日数 

調査しない旨の通知年月日 平成２１年（２００９年） １月１４日 ９日間


